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研究成果の概要（和文）：本研究では、職場の対人間のCivilityに働きかけ、労働者間のコミュニケーションを
改善・促進し、労働者の心身の健康の増進を図る介入プログラムである、Civility, Respect, and Engagement 
in the Workplace プログラム（以下CREW）について、「働き方の新しいスタイル」に則して、オンラインCREW
の開発（先行研究から要素抽出とヒアリング調査）と、単群の前後比較研究によって、オンラインCREWの実施可
能性と労働者の心身に与える影響を検討した。その結果、オンラインCREWが日本の職場において実施可能である
ことと、労働者の心身に与える効果が明らかとなった。

研究成果の概要（英文）：This study focused on the Civility, Respect, and Engagement in the Workplace
 (CREW) program, an intervention aimed at improving and promoting communication among workers and 
enhancing worker's mental and physical health by fostering civility norm in the workplace. In line 
with "new work styles," an online CREW was developed by extracting elements from previous studies 
and conducting interviews. The feasibility and impact of the online CREW on workers' physical and 
mental health were then assessed through a single-group pretest/posttest study. This study shown 
that the online CREW is feasible to implement in Japanese workplaces and the impact of online CREW 
on workers' mental and physical health.

研究分野：精神看護学分野

キーワード： オンラインCREW　シビリティ　働き方の新しいスタイル　職場のコミュニケーション　ソーシャル・キ
ャピタル
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研究成果の学術的意義や社会的意義
本研究の意義は、「働き方の新しいスタイル」に対応したオンラインCREWの開発と日本の職場において実施が可
能であることを示した点にある。従来の対面形式が難しい現代の労働環境においても、労働者のコミュニケーシ
ョン改善と心身の健康促進を図る方法となり得る。また、オンラインCREWが日本の職場で実施可能であり、労働
者の精神的および身体的健康に影響を与えることを明らかにしたことにより、職場のメンタルヘルの向上に向け
た具体的な取り組みの選択肢の一つとなり、企業・組織がオンライン形式でのメンタルヘルス向上に関するプロ
グラム介入の検討の幅を広げたと考える。

※科研費による研究は、研究者の自覚と責任において実施するものです。そのため、研究の実施や研究成果の公表等に
ついては、国の要請等に基づくものではなく、その研究成果に関する見解や責任は、研究者個人に帰属します。



様 式 Ｃ－１９、Ｆ－１９－１（共通） 
 
 
１．研究開始当初の背景 
労働者の心身の健康を保つことは、雇用層・被雇用層の双方によって重要である。COVID-19

後の「新しい生活様式」で推奨されるリモートワークへのシフトなどの「働き方の新しいスタイ

ル」への急激な労働環境の変化は、今後さらなる拡大と定着が予想される。一方、このような新

しい労働環境における労働者間の物理的距離の拡張は、心理的な距離の広がりを伴い、労働者の

孤立を生み、労働者間のコミュニケーションやサポートを希薄にさせることが示されている

(Mann and Holdsworth, 2003) 。労働者間のサポートは労働者の心の健康と正の関連を示すため 

(Knight., 2017,2019)、労働者が置かれたコミュニケーションやサポートの希薄な状況を改善し、

心の健康を保持・増進させるための手法の開発が急務である。 

職場のコミュニケーションを改善・促進し、労働者の心身の健康の増進を図る介入プログラム

に、Civility, Respect, and Engagement in the Workplace プログラム（以下 CREW）がある。CREW

は、2005年にアメリカの退役軍人保健局で開発された、職場における対人間の Civility （礼節） 

や尊重を通して職場の人間関係や職場環境に働きかけるプログラムで (Osatuke et al., 2009, 2013)、

同じ職場に所属する労働者が、通常、6 ヶ月間、定期的（1-2 週間に 1 度）に集まり、テーマに

沿った 15-30分の対話（セッション）を、訓練を受けた同じ組織の労働者のファシリテートのも

と、10 セッション以上積み重ねるものである。先行研究において、CREW の実施によって労働

者の Civility（礼節）が増加し、「仕事の資源・仕事の満足度」を増加、「職場のいじめ・バーンア

ウト」を減少させることが明らかになっており (Leiter et al., 2011, 2012) 、労働者の心身の健康

の増進につながると期待できる（図 1）。日本の労働者を対象に 3ヶ月間 CREWを実施した無作

為化比較試験 (Sawada et al., 投稿中) 

では、対照群と比較して、CREWセッ

ションへの参加が多かった労働者に

おいて「仕事の資源」が維持され、プ

ログラム実施期間の延長や労働者の

参加を増やすことで、仕事の資源の増

加が期待できることが示唆された。

COVID-19後の現在、新しい労働環境に対応する労働者の心の健康の保持・増進の手法の開発が

急務であるが、これまでに CREW がオンラインで実施されたことはない。また、近年、日本の

職場において、いじめ (incivility) の報告が増加しており (Tsuno et al., 2017)、職場の対人間の礼

節 (civility) に働きかける CREWによって労働者の心身の健の向上を目指すことは、昨今の日本

の職場環境にとって重要であり、同時に、COVID-19による生活環境や労働環境の変化に対応し

た介入としても意義があると考えられる。 

 
２．研究の目的  
本研究の目的は、1) オンラインで実施する CREWプログラム（以下、オンライン CREW）の

開発、2) オンライン CREWの実施可能性の検討、3) オンライン CREWが労働者の心身の健康

に関連したアウトカムに与える効果の検討、の 3点である。 
 
３．研究の方法 
1) オンライン CREWの開発 

 

（図 1.CREWの効果予想概念図） 
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CREWの無作為化比較試験 (Sawada et al., 投稿中) の参加者 5名に対し、2020年 11月〜2022年

2 月に、オンラインでインタビュー調査を行い、オンライン CREW の実施に必要な要素の抽出

を行い、パイロット版のオンライン CREWを作成した。 
 

2) オンライン CREWの実施可能性の検討 
オンライン CREW の参加者を、部署やチーム単位で機縁法にてリクルートした。対象は、リ

モートワークや在宅勤務等を導入しており、オンライン CREW が実施可能な、民間企業や組織

などに勤務している 18 歳以上の労働者であった。リクルートの結果、参加の同意が得られた 2

企業（企業 A、企業 B）のそれぞれ 1部署において、オンライン CREWを実施した。オンライ

ン CREW 実施企業に所属する研究者からファシリテーターのトレーニングを受けた労働者が、

オンライン CREWのファシリテーターを担った。企業におけるオンライン CREWの運営と実施

は、各企業のファシリテーターが行い、研究者は実施のサポートを行った。 
 

3) オンライン CREWが労働者の心身の健康に関連したアウトカムに与える効果の検討 

  2)の参加者に対して、Webによる質問票調査を実施（オンライン CREW実施前 = T1、実施終

了後 = T2）し、オンライン CREWが労働者の心身に与える効果を検討した。評価指標には、ワ

ーク・エンゲイジメント (Utrecht Work Engagement Scale日本語, Shimazu et al., 2008)、Civility （礼

節）(CREW Civility Scale日本語版, Tsuno et al., 2017)、心理的ストレス反応（K6, Furukawa et al., 

2008）、職場のソーシャル・キャピタル (Work place social capital日本語版, Eguchi et al., 2017)、 

職場の資源（サポート）(Brief Job Stress Questionnaire; BJSQ, Shimomitsu et al., 2000) を用いた。

いずれの尺度も、信頼性・妥当性は検証されている。ほか、オンライン CREW の満足度などの

独自に作成した質問項目と、オンライン CREW に対する感想を、自由記載欄を用いて尋ねた。

オンライン CREWの実施期間は、企業 Aにおいて 2021年 8月から 2022年 3月（約 8ヶ月間）、

企業 Bにおいては 2022年 7 月〜 11月（約 4ヶ月間）であった。統計解析には、IBM SPSS Statistics 

version 29を用いた。 

本研究は、東京大学大学院医学系研究科・医学部倫理委員会(No. 2020280NI)の審査・承認を

受け、研究倫理指針に則った倫理的配慮のもと実施した。 

 

４．研究成果 

1) オンライン CREWの開発 

インタビュー調査の結果、オンライン CREWプログラムの実施期間は 3〜6ヶ月程度で、その

期間に、1回あたり 15分程度のセッションを、10〜12回程度行うことが、プログラムの構成と

して有効であることが抽出された。ほか、重要な意見として、オンライン CREW への参加対象

者である労働者に対して、オンライン CREW 実施の前に、実施についての丁寧な説明（実施す

る理由、負担の程度、目指す職場についてなど）を、職場の管理者が労働者に対して行い、労働

者がオンライン CREW を実施について納得をしていること、同時に、管理者自身がオンライン

CREWのセッションに参加することが求められる、というものがあった。 

 

2) オンライン CREWの実施可能性の検討 

企業 Aにおいては、実施期間の約 8ヶ月間の中で、1回あたり約 15分間のオンライ CREWセ

ッションが、合計 12回行われた。企業 Bにおいては、実施期間の約 4ヶ月間の中で、1回あた

り約 20分間のオンライン CREWセッションが、合計 17回行われた。いずれの企業においても、

オンライン CREW の運営と管理は、その企業のファシリテーターが担い、問題なく実施するこ



とが可能であり、日本の職場において、オンライン CREWが実施可能であることが示された。 

 

3) オンライン CREWが労働者の心身の健康に関連したアウトカムに与える効果の検討 

企業 A において、調査回答者は T1 = 16 名（男性 8 名、50.0％）であり、平均年齢は 45.4 歳

（SD = 9.3）であった。オン

ラインCREWの実施前後に

おける、各アウトカムの結

果を表 1 に示す。いずれの

アウトカムにおいても、統

計的に有意な結果は認めな

かった。しかし、効果量（d）

に関しては、Civility、職場の

ソーシャルキャピタル、家

族からのサポートにおい

て、中〜大程度の効果を認

めた。 

企業 Bにおいて、調査回答者は T1 = 45名（男性 37名、82.2％）であり、平均年齢は 36.0歳

（SD = 9.7）であった。オン

ラインCREWの実施前後に

おける、各アウトカムの結

果を表 2 に示す。いずれの

アウトカムにおいても、統

計的に有意な結果は認めな

かった。効果量（d）に関し

ては、Civilityにおいて小程

度の効果を認めた。 

 

２つのいずれの企業においても、オンライン CREWの実施の満足度は、「満足・まあ満足」が

90％以上であり、高い満足度が得られた。また、「今後もオンライン CREWを継続したいか」と

いう問いには「継続したい」と回答した割合が 80％以上であり、「他の職場にすすめたいか」と

いう問いにも、90%以上が「すすめたい」と回答した。自由記述には「コミュニケーションが豊

富になった」「会話にチャンスが得られた」「連携が深まった」「成長につながった」「知らない一

面を知ることができた」というポジティブな意見が多くあった。一方で、実施期間 3ヶ月以上や

実施回数の指定については「負担であった」といった回答もあったため、実施職場に合わせた柔

軟な実施が求められることが示唆された。 

日本での職場において、オンライン CREW は実施可能であり、有害事象は認めず、アウトカ

ムによっては中程度の効果を認めた。今後は、オンライン CREW プログラムの更なる改良を行

い、無作為化比較試験での効果検証を計画している。 
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